様式第１号
令和６年度社会福祉施設整備計画の概要調書

Ⅰ　施設の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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	 代表者（予定者）
 　氏　名
 　住　所
職　業
 　福祉歴

	
Ⅱ　事業費・財源
	

	
	建設事業費
	建設財源内訳（計(A) の内訳） 
	
	

	



建設関係資
金
計
画
	　主体工事費　　　　　　　　　　千円

　工事事務費
　（実施設計費・工事監理費等）　　　　　　　 
　
　冷暖房工事費　　　　　　

　浄化槽工事費　　　　　　　　 

　昇降機工事費　　　　　

　ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ工事費　　　　

　備　品　費
　（初度設備など）       

　その他
　（外構工事費等）

　用地費　　　　　　　　　　　

　造成費　　　　　　　　　　　

　基本設計費             
	　　　　　　　　　　　　　　　千円

　県補助金　　　　　　　　　

　市町村補助金　　　　　　　


	





	 主な理事（予定者）
 　氏　名 
 　住　所 
 　職　業
 　福祉歴


	
	
	
	
	

	
	
	　借入金（機　構）　　　　　
　　〃　（県社協）　　　　　
　　〃　（　　　）　　　　　

　寄　　付　　金　　　　　　
　
　自己資金(既存法人の場合)　　　
	





	 施設長（予定者）
 　氏　名
 　住　所 
 　職　業
 　福祉歴

	
	　　　計(A)　　　　　　　
	
	
	

	運営費関係
	　　施設運営費（施設種別ごと記載）
	（計(B) の内訳）
	

	
	　　　　　　　　　　　　　　　千円


	　寄付金　　　　　　　　　　千円
　自己資金(既存法人の場合)　 　
　その他(補助金等)　　　　　
	　　
　　

	
	　　　計(B) 　　　　　　
	
	


Ⅳ　具体的事業内容
	


注１　選択枝のあるものは、該当するものを○で囲むこと。
　２　「定員」欄は、入所定員のほか、日中活動、短期入所の別に記入すること。


Ⅴ　整備計画・用地関係チェックリスト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　整備計画関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設種別 　　　　　　　施設名　　　　　　　　
	
	 判　定
	問題点・改善事項等

	 ①　待機者・要援護者・入所者等の状況に
 　　照らし、整備の必要性があるか
	
	


	 ②　対象施設の圏域内市町村間の調整が
 　　とれているか
	
	


	 ③　地元の同意・協力は得られているか

	
	


２　法人役員関係
	 ①　役員構成（予定者）に問題はないか

	
	


	 ②　役員（予定者）は県内在住者か

	
	



３　資金計画関係
	 ①　自己資金の確保は確実か

	
	


	 ②　市町からの建設費・償還費の助成が
ある場合、これらの補助は確実か
	
	



４　用地関係
	 （１）用地確保の方法（該当するものに○）
 　①自己所有地
 　②土地の贈与　　　贈　与　者 (　　　　　　　　　　　　　　　　)
 　③購入　　　　ア　資金提供者 (　　　　　　　　　　　　　　　　)
 　　　　　　　　イ　地主の承諾の有無（有・無）・現所有者 (　　　　　　　　　　　　　　）
 　　　　　　　　ウ　市町村補助の有無（有・無）
 　④貸借　　　　ア　市町村からの無償貸与（市町村既所有地・市町村購入予定地）
　　　　　　　　 イ　市町村以外からの貸与（貸与者：　　　　　　　　）【無償・有償（賃借料　　　　　円/年）】
　 ⑤その他（　　　　　　　　　　　　　　）


	 （２）　許認可事項（チェック項目）
	根拠法令
	チェック
	 　内容及び許認可等処理の見通し

	 　①開発行為の許可が必要か
	 都市計画法29条
	要・不要
	

	 　②用途地域等指定による福祉施設が建設可能か
	 建築基準法48条
	 可能・問題有
	

	
	地域，地区　　　･都市計画区域【内(市街化区域･調整区域･未線引き区域)・外】
　　　　　　　　･用途地域【指定有（第1種低層住専、第2種低層住専、第1種中高層住専、第2種中高層住専、第1種住居、　　　　第2種住居、準住居、近隣商業、商業、準工業、工業、工専）・指定無】

	 　③農用地区域の除外申請が必要か
	 農振法13条
	要・不要
	

	 　④農地転用の許可が必要か
	 農地法 5条
	要・不要
	

	 　⑤国立（国定）公園の区域内か
	 自然公園法17､18､20条
	 区域内・区域外
	

	 　⑥県立自然公園の区域内か
	 県立自然公園条例11､13条
	 区域内・区域外
	

	 　⑦風致地区区域内か
	 県風致地区条例 2条､ 6条
	 区域内・区域外
	

	 　⑧埋蔵文化財の包蔵地内か
	 文化財保護法57条の2
	 区域内・区域外
	

	 　⑨「赤線」「青線」の有無
	 国有財産法8条等
	 　有・無
	

	　 ⑩土砂災害（特別）警戒区域内か
	土砂災害防止法6条、8条、9条等
	警戒区域内・
特別警戒区域内・
区域外
	

	 　⑪その他の許認可事項（あれば記入）
	
	
	

	 （３）周囲の環境・立地条件等について（工場地帯、用排水、交通等）





注１　「判定」欄は、○（問題なし)､△（要改善)､×（問題あり)､－（該当なし）のいずれかを記入すること。
　２　「判定」欄が△または×の場合は、「問題点・改善事項等」欄に問題点または改善すべき事項等を必ず記入すること。　３　４の(2) の許認可事項については「チェック」欄の該当項目を○印で囲み、問題がある場合は、その右欄に内容の詳細　　及び許認可等の見通しの状況を簡潔に記載すること。
